能力開発規程

（目　　的）
第１条　この規程は、就業規則第74条の規定に基づき、職員の能力開発に関する事項を定めたものである。
２　当施設は、職員の能力開発を図ることによって職員の資質向上ならびに職務能力の増進を図り、よって当施設の経営を効率良く推進しようとするものである。
（教育訓練計画）
第２条　法人理事長または園長は、当施設の経営方針に照らして、職員の能力開発について中長期あるいは短期的に課題を把握し、いかなる教育訓練が必要であるかを勘案して、教育訓練計画を策定する。
（能力開発推進委員会）
第３条　能力開発の効果的推進を図るため、能力開発推進委員会（以下、「委員会」という）を置く。
２　委員会は、次に掲げる事項を協議し推進する。
①　教育訓練の推進計画に関すること
②　教育訓練の総合調整に関すること
③　教育訓練の調査および研究に関すること
④　その他教育訓練に関する必要な事項
３　委員会の総括責任者は、園長をもって充てる。
４　委員会の組織および運営に関し必要な事項は、別に定めるところによる。
（理事長・園長の責務）
第４条　理事長および園長は、職員の能力開発を支援するとともに、職員が積極的に研修して参加できる機会を与え、研修に参加した者が研修期間中、研修に専念できるよう努めなければならない。
（職員の義務）
第５条　職員は、日常的に能力の開発を図り、当施設内外の研修に積極的に参加するとともに、常に自己研鑽に努めなければならない。
（教育訓練の実施基準）
第６条　教育訓練は、職員に対し職務の遂行に必要な知識および技術ならびに職員としての一般教養を向上させるため、合理的な基準に基づき、かつ、すべての職員にその機会を与えるよう計画し、実施しなければならない。
（教育訓練の種類）
第７条　教育訓練は、次の種類に分けて実施する。
①　職場内教育訓練（OJT）
業務目標を達成するために、実務能力の向上に必要な教育を日常業務を通して実施する。
②　職場外教育訓練（OFF・JT）
イ　階層別教育訓練
管理職・中堅社員・新入社員等の階層別に、その役割向上に必要な教育を実施する。
ロ　職能別教育訓練
介護・看護・事務等の担当する職能別に、その知識・技能の向上に必要な教育を実施する。
ハ　テーマ別教育訓練
問題解決手法・有効な時間活用法等業務推進のための各種手法修得と、その知識・技能の向上に必要な教育を実施する。
ニ　年齢別教育訓練
35歳・45歳・55歳研修、生涯学習をベースに、意義ある人生設計について、その知識・技能の向上に必要な教育を実施する。
③　自己啓発教育訓練
通信教育・公的資格取得の奨励制度を導入し、自己啓発の努力による知識・能力の向上に援助を与える。
（教育訓練の実施通知）
第８条　年度教育訓練（能力開発）計画書（自己啓発教育訓練を含む）に基づく教育訓練の実施にあた
っては、年度初めに所属長および受講者本人に園長が通知する。
（教育訓練結果の報告）
第９条　教育訓練を受講した者は、事後速やかに教育訓練レポートを所属長経由で園長宛に提出するものとする。
（教育訓練結果の効果測定と運営）
第10条　教育訓練の結果は、本人の訓練後における日常業務への活用度、業務への反映度を評価・分析・記録し、その結果を測定する。
２　実施された教育訓練の効果測定は、委員会において計画的・継続的に検討し、次期の教育訓練計画に反映させるものとする。
３　教育訓練の評価は、昇格その他の人事管理に活用する。
（教育訓練に要する費用）
第11条　教育訓練に要する費用については、次のように取り扱う。
①　教育訓練の受講料、教材等は当施設の負担とする。
②　教育訓練を受けるために要する交通費、日当、宿泊料は、出張旅費規程を適用し、その実費を支給する。
③　教育訓練が時間外に及ぶ場合であっても時間外手当は支給しない。
④　自己啓発については公的助成制度を活用する。
（表　　彰）
第12条
　第７条（教育訓練の種類）における教育訓練修了者もしくは資格取得者、通信教育修了者を表彰する。
　附　　則
　
　１．この規程は、平成○年○月○日から実施する。
　
　２．この規程は、平成○年○月○日から変更して実施する。
　
　３．この規程を改廃する場合には、職員代表の意見を聴いて行う。
